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5 地方自治体における低炭素社会に向けた施策シナリオ構築手法の開発
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1. はじめに

昨今、地劇昆暖化が問題となり、低炭素社会に向けた研究や政策が世界的に行われている。 IPCCは、産業革命

以前からの全調悶且度平均の上昇を2.か2.4"Cに留めるためには、 2050年の CO2排出量を20∞年比で50"'-'85%削減

する必要があると報告した九日本では2008年、首相官邸が環境モデノ哨3市を募楽し、これに対し位の地方自治

体が応募する等、地域レベルでの活動が活発になり始めている。

これまでもロンドン 2).や滋賀県 3)、京都市の等において、低炭素社会に向けた行動計画の策定や、将来の低炭素

社会像を推計して必要な対策を同定する研究が行われてきた。しかし、地方自治体の政策立案者の作成した計画は、

数十年後に向けた削減目標を達成できるかどうかが定量的に示されていない。そこで本研究では、目標を達成した

将来像に至る道筋を求める「パックキヤスティングJの手法を用いる。そして低炭素目標を達成するために、どの

ような施策をいつまでにどれだ、け実施すべきかを定量句に表す詰探シナリオの構築手法を開発する。

ここで、低炭素目標を達成するために導入すべき技術等の対策明子動と、それらを促進させるための補助金、計

画、制度、教育等の政策をまとめて「施策Jと定義する。また、開始及び完了時期や浸透を時間軸上に表した図を

「ロードマップ」、それらを施策の分野ごとにまとめたものを「方策jと定義する。そして目標年の低炭素担会像(社

会経済指標、エネノレギー消費量、 C~排出量、必要な施偽とロードマップを合わせて「施策シナリオJ とする。

2. 施策シナリオ構築手法の開発

2.1ツールの開発

本研究では、施策聞の関係を分類、定式化し、各施策

の開始・完了時期を計算するツールで、あるパックキャス

ティングモデル〈以下、 BC問を開発する。 BCMの設計に

は経営学におけるプロジェクト・マネジメントの手法の

の時間管理の点を参考にする。 BCMを利用することで、

政策立案者は目標年に C~排出量削減目標を達成できる

定量的な計画を設計することが可能となる。

2.2 BCMの概念と構造 図1オプション・ツリー

BCMで使用する用語を表1に示す。まず、施策は「直接施策」と「間接施策」の2種類に分けられる。直接施

策とは、その施策により CO2排出量を削減できる施策である。間接施策とは、直張施策の実施を助ける施策であ

る。間接施策だけでは排出量を削減できない。

施策には始まりと終わりがあり、それらをBCMではそれぞれ開始年・完了年と呼ぶ。開始年と完了年の聞は施

策が段々拡がっていく段階であると考え、これを浸透度と呼ぶ。浸透度は、現状を0、目標を 100とした時の施策

の進度と定義する。また、 1年当たりの浸透度の増加量を浸透度と定義する。さらに、浸透の完了後、継続する施

策としない施策がある。例えば「省エネ行動」は継続する施策である。市民の 8肋らによる「省エネ行動Jを目標

とすると、浸透完了後もその800もの市民は「省エネ行動jを続けると考えるためである。一方、「歩道の拡幅工事j

等、完了した時点で、作業がなくなる施策は高齢走しない施策である。

そして施策には、他の施策に影響を及ぼすものがある。他の施策への影響は大きく 3種類に分類できる。まずは、

「施策Aが完了すると、施策Bが開始できるj という関係である。この関係における施策Aを「先行施策」と呼
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用語

施策

浸透

開始年と完了年

開始可能年

標準実施期間

継続

直接施策

間接施策

要先行施策

部分先行施策

同調施策

加速施策

期間短縮率
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表 1BCMで使用する用語

説明

二酸化炭素排出量や他の環境負荷を低減させるための個別の行動。

施策はその導入開始から完了までの問、「拡がっていく」段階にある。このf拡がる」過程を浸透と呼ぶ。

それぞれ施策の浸透が開始する年、完了する年。

他の施策による影響がない場合に、施策を始めることが可能となる年。

他の施策の影響を受けない場合に、施策の開始から完了までに掛かる時問。

浸透完了後も施策の実施が継続されること。

施策のうち、直接に環境負荷を低減させるもの。例えばf自動車から公共交通機関へのモーダノレンフ
ト」、「家庭における機器のエネルギー効率改善j等がこれに当たる。

施策のうち、他の施策の実施を可能にしたり、浸透を早めたりするもの。間接施策の実施それ自体は環
境負荷を低減させない。例えば「エコカー購入に対する助成制度の実施Jという施策は二酸化炭素の
排出を削減しない。

間接施策のうち、ある施策を実施する前に必ず実施、浸透を完了していなければならないもの。例えば
「公共交通機関のインフラ整備」は「自動車から公共交通機関へのモーダノいンフトJにとって要先行施
策となる。
複数の間接施策が、ある施策の先行施策となっている場合に、そのいずれかの浸透が完了すれば次
の施策が開始する施策。
この施策の浸透と同調して他の施策の浸透が進むもの。例えば「市民の意識の向上」が浸透し始めると
「家庭での省エネ行動」も浸透し始める。なお、一つの施策には同調施策か先行施策のどちらかしかな
いものとする。

間接施策のうち、他の施策の浸透を早めるもの。例えば「省エネラベノレの普及Jは「省エネ製品の選択」
を加速させる。

浸透の完了した加速施策により実施期聞が短縮される割合

ぶ。次に、「施策Aが開始すると、施

策 B も同時に浸透していく(逆はな

しワJという関係である。この関係にお

ける施策Aを「断T施策」と呼ぶ。最

後に、「施策Aの実施が施策Bの浸透

を速めるJという関係である。この関

係における施策Aを「加速施策Jと呼

ぶ。これらの関係をオプション・ツリ

ーという図で表す。オプション・ツリ

Q/:存における施策tの導入量
QJ:施策tの最終的な導入量
P，':t年における施策tの浸透度
v，'り年における施策tの浸透速度(年あたり
の浸透度増加量)
Ftt:間接施策による影響がない時の施策i
の速度，Vc，=ll九T，:施策tの標準実施期潤
Ac.:加速施時の浸透が完了しているときの
加速施駒による施策iの加速率(浸透速度
に対する乗数)，Ac，，=lI(l・OIy)，OIq:加速施
焦点とよる施策的対間短縮羊.

v.': t年における施策tの並行施策kの浸透
速度
AJ:t年における施策tの加速施埼による加
速率
弓!:t年における加速施策1の浸透度

ーの例を図1に示す。

Bα4に入力する主な情報は、直接

施策の導入量と排出削減量、各施策の

導入開始可能年、標準実施期間、施策

聞の関係、加速施策による期間短縮率

である。 BCMは浸透度を基準年から

順に計算する。浸透度が100になれば

浸透が止まる。そして各施策の間企併手、

完了年を決定する。 BCMの計算体系

を図2に示す。先行施策及び並行施策、
図2BCMの計算体系

加速施策の有無により施策を分類し、浸透車度の計算を行い、各年における浸透度を決定する。

2.3施策シナリオの構築手順

初めに低炭素目標を定め、それから五味らめの開発したツール fExSSJにより、目標年の定量的な低炭素社会像

を描写し、低炭素目標を達成するために必要な直接施策を同定する。
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次に将来像へのロードマップを構築する。 BCMを用いたロードマップの構

築手順を図3に示す。まず施策の設定を行う。直接施策はExSSにより決定し

た施策を用いる。直議施策を実施するために必要な施策を考え、それを間接施

策とする。そしてこれらの施策をオプション・ツリーにまとめ、施策間の関係

を整理する。そして施策情報をBα4に入力すると、計算が新子され、各施策

のスケジュールがガント・チャートとして出力される。目標年までに全ての施

策が完了していれば、操作は終了である。目標年までに完了しない施策がある

場合は、再び施策の整理または施策情報の設定に立ち戻る必要がある。政策立

案者による検討やステークホルダーによる会議を通して、施策の設定を修正し、

BCMを新子ずる。目標年までに全ての施策が完了するまでこの操作を繰り返

す。
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ExSSにより推計した低炭素社会像と BCMにより構築したロードマップを

合わせて、低炭素社会に向けた施策シナリオとする。 図3ロードマッフ糟築手順

3. 京都市への適用例

京都市は1章で述べた環境モデノL都市に応募し、環境モデ~l-イ長補都市に選定された後、「京都市環境モデル都市行

動計画J (以下、行動計画りηを提出することで、 2∞8年10月に環境モデノL都市に選定された。本研究では、この行
動計画を基に京都市におけるBCMの適用例を示す。基準年を2005年、目標年を2030年とする。低炭素施策を行う

ケース(CMケース)と行わないケース伽Uケース)について目標年の推計を行う。低炭素目標は、化石燃科由来のCα

を1990年比で5併も削減することとする。

まず、目標年の低炭素社会像の描写及び直接施策の同定、削減量の推計をExSSにより行った。社会経済指標の

推計結果を表2に、 CO2;排出量の推計結果を表3に示す。それからExSSで示した低炭素担会像へのロードマップを

BCMにより構築する。まずBαfへ入力する施策情報の設定を行う。直接施策については、 ExSSにより決定した施

策を設定した。間接施策は行動計画を基に設定した。

表3社会経済指標の推計結果 表2C02排出量の推計結果

2005年 2030年CMCM/2005年 1卯0年 2∞5年 2030年 2030年
人口(万人) 147 139 0.94 BaU CM 

世帯数(万世帯) 65 64 0.99 家庭 1，740 1，826 1，801 ω8 

GDP(十億円) 6，124 7，893 1.29 業務 1，680 2，204 2，272 586 

一人当たりGDP(百万円) 4.15 5.69 1.37 産業 2，080 1，256 2，430 1，551 

生産額(十億円) 9，938 13，318 1.34 旅客輸送 1，506 1，儲9 1，515 判4

第一次産業 17 18 1.06 貨物輸送 504 566 778 261 

第二次産業 2，735 3，691 1.35 
廃棄物 258 474 577 349 

第三次産業 6，947 8，159 1.17 
合計 7，768 8，015 9，373 3，820 

旅客輸送量(百万人・km) 9，251 6，968 0.75 

貨物輸送量(百万トン・回) 3，484 4，837 1.41 

表4 方策毎の c02A~臓量

方策 削減量(ktC02)

I歩くまち・京都 960 

E景観と低炭素が調和したまちづくり 471 

E環境にやさしい低炭素型ライフスタイルへの転換 倒

Nイノベーションをはじめとした低炭素型経済・生産活動の発展 1863 

V再生可能エネルギー資源の徹底的活用 469 

VI市民環境ファンドの創設 O 

電気排出係数の変化※方策ではない 720 

合計 5144 
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次にオプション・ツリーを作成し、施策聞の関係

を表した。そしてBCMを新子してロードマップを構

築し、これを行動計画における施策の分類毎の方策

にまとめた。方策毎のCO2削減量を表4に示す。また、

方策11i景観と低炭素が調和したまちづくりjを図

4に示す。図の点線部分は施策の継続を表す。

図4では、「家庭の断熱改善」という施策の完了が

目標年間際の2027年となった。これは実際の住宅の

更新速度を基に施策情報を設定したためである。も

し「家庭の断熱改善」が2030年までに完了しないと

いう計算結果になった場合は、先行施策である「建

築物の基準作成Jの浸透速度の見直しゃ、「助成制度」

等の新たな加速施策の導入を検討する必要がある。

それに従い施策の設定を修正して BCMを新子し、

完了年が2030年以前になるまでこれを反復する。

4. 結輸

本研究では、低炭素社会像に向けた定量的な施策

シナリオを構築する手法を開発した。この手法によ

り、地方自治体の政策立案者は、 (1)作成した計画は

目標年に低炭素社会像を実現できるか、。)どんな施

道路への植栽

建築物緑化助成制度の実施

屋上の緑化

C02吸収

プロジzクトチームによる検討、条例案の提案

森林環境税の導入

森林総合整備事業による育成林の確保

特定間伐等促進計画の策定

間伐の実施

森林吸収

市内産材手11周の普及啓発

Pフォームへの市内産材利用助成の実施

木材利用の基準・要領の作成

対象施設の選定、設計

公共施設の木造化

プロジェクトチームによる検討

市民会議での検討

プロトタイプ建築の準備、普及・啓発手法の検酎

プロトタイプの建設と評価、普及、啓発

住宅の木造他

市内産材の利用拡大

建築の原単位低下

省エネ住宅相談の制度設計と実施

講習会の実施とアドバイザー認証

講習会実施によるCASBEB認知度の向上

CASBI翠京都の制度設計と実施

建築物の基準の作成

家庭系の断熱改善

業務系の断熱改善

2005 2010 2015 2飽.0 2025 2030 

図4方策11i景観と低炭素が調和したまちづくり」

策をいつ導入すべきか、。)ある施策が他の施策にどんな影響を与えるかを、効率的に議論・検討できる。

今後の課題としては、国の施策が地方自治体の施策に与える影響を考慮できるようなモデルへの改良が考えられ

る。
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